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第６章障害のある子どもの教育におけるアシスティブ・ 

テクノロジーに関する研究の動向 

 
アシスティブ・テクノロジーに関する研究の動向の概要を文献から眺めてみた。障害のある

子どもの教育をテーマとする研究者が組織する学会と教育工学の分野の研究者の学会の両方から見る

ことにし，前者の機関誌として『特殊教育学研究』を，後者の機関誌として『日本教育工学雑誌』等を

選び，両者に掲載されたアシスティブ・テクノロジーに関する研究を検討した。『特殊教育学研究』に

掲載されたアシスティブ・テクノロジーに関する研究論文に関しては，この 20 年ほどの間，掲載論文

全体の９～10％程度を占めてきている。内容的には，最近はコンピュータの利用・活用に関連した研究

とＡＡＣの研究が中心的な位置を占め，対象障害が多様になってきている。一方，『日本教育工学雑誌』

等に掲載されたアシスティブ・テクノロジーに関係する論文をみると，最近の 10 年間ほどは掲載論文

全体の２％程度の比率となっている。内容的にはコンピュータやインターネットの利用が中心で，『特

殊教育学研究』掲載の当該論文と同傾向のようである。ただし，『特殊教育学研究』掲載の当該論文執

筆者と『日本教育工学雑誌』等掲載の当該論文執筆者とはほとんど重ならない。教育研究者とテクノロ

ジー研究者の連携があってこそ教育においてテクノロジーがより有効に活用されると考えるならば，状

況の改善が必要だと思われる。 

 
 

この章では，アシスティブ・テクノロジーに関

する研究の動向の概要を文献から眺めてみる。国

立特別支援教育総合研究所で実施された研究に

ついては，既に『障害のある子どものための情報

関連支援機器等の活用を促進するための教員用

映像マニュアル作成に関する研究』成果報告書の

第１章で概略を述べている（国立特別支援教育総

合研究所, 2009）ので，それに譲ることにし，こ

こでは学会の機関誌に掲載された論文を検討対

象にしたい。 

アシスティブ・テクノロジーに関する研究論文

を機関誌に掲載する学会は幾つもある。それらの

中から，障害のある子どもの教育を研究テーマと

する研究者が結成した学会として日本特殊教育

学会を，テクノロジーからの教育研究をテーマと

する研究者が主な構成員である学会として日本

教育工学会を選んだ。その具体的な選定理由はそ

れぞれの箇所で述べるが，障害のある子どもの教

育に重点を置いて考えた時アシスティブ・テクノ

ロジーがどう位置づけられるか，テクノロジーの

研究に重点を置いて眺めた時障害のある子ども

の教育がどういう位置を占めるのか，比較検討し

ながら概観を得たいと考えたのである。 
 

 
上記の通り，障害のある子どもの教育研究全体

の中でのアシスティブ・テクノロジーに関する研
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究の状況を把握するために，日本特殊教育学会の

機関誌『特殊教育学研究』に掲載された論文を検

討することにした。障害のある子どもの教育研究

に従事する研究者が所属する学会は他にも存在

するが，専門とする障害種別において広い範囲を

カバーし，活動期間も長い学会として，本学会を

選んだ。なお，対象論文の整理分析の際に関係す

る事項，引用文献としての表記の際に関係する事

項があるので，具体的な検討に入る前に，それら

を中心に本誌の変遷を見ておきたい。 

『特殊教育学研究』は日本特殊教育学会の機関

誌として 1964 年３月に第１巻特別号が刊行され

た。後の時代とは違って数号の分冊とすることな

く，１冊のみの刊行であった。内容的にも，日本

特殊教育学会第１回大会の部門別研究発表要旨

が中心で，論文は掲載されていない。論文が掲載

されるようになったのは次の第２巻（1965）から

だった。 

第５巻（1967-68）から２号に分けて２冊刊行

されるようになり，第７巻（1969-70）から３号に

分けて３冊刊行されるようになった。第 17 巻

（1979-80）からは４号に分けて４冊の刊行と増え，

第 30 巻（1992-93）からは５分冊となった。更に，

第 38 巻（2000-01）から６分冊となり，そのうち，

第６号が英文誌となった。 

内容的には，原著，資料，展望，研究時評とい

った論文に加え，第 29 巻（1991-92）から実践研

究論文が掲載されるようになった（第 29 巻から

第 39 巻までは特集号が刊行され，第 40 巻から各

号に掲載されるようになった）。 

頁番号の付け方には，注意が必要である。１巻

につき２分冊以上刊行された第５巻（1967-68）か

ら第 39 巻（2001-02）までは，分冊ごとに頁番号

が付けられ，巻ごとの通しの頁番号とはなってい

ない。文献を引用する際，巻号両者を明記した上

で頁番号を示す必要がある。その後，第 40 巻

（2002-03）からは，分冊ごとの頁番号付与ではな

く，巻ごとの通しの頁番号に変更された。そこで，

本章末の引用文献表では，第５巻（実際には第９

巻）から第 39 巻までに掲載された論文について

は，「特殊教育学研究，39(2)，73-77．」のように巻

数の後の括弧内に号数を記すことにし，第 40 巻

以降については，「特殊教育学研究，40，71-81．」

のように号数は省略して記すことにした。 

２．アシスティブ・テクノロジーに関する研究

論文の抽出 

『特殊教育学研究』は本章執筆時点で第 47 巻

までが刊行されている（第 48 巻が刊行中）ので，

第１巻から第 47 巻までの掲載論文を検討対象と

するが，学会の機関誌なので，会務報告や物故会

員の追悼記事など，論文とは言い難い文章までが

掲載されている。どこまでを論文とみなすか基準

を設けておく必要がある。ここでは，次のような

種別に該当するものを検討対象の論文とするこ

とにした。即ち，原著，資料，実践研究，展望，

研究時評，紹介，海外だより，特集論文である。 

アシスティブ・テクノロジーに関する研究とし

て採り上げる範囲は，基本的に，第１章で述べた

定義に従うことにしたが，次の条件を加えた。即

ち，主要な研究目標となってはいなくても，内容

的にみて上記の基準に当てはまる事柄が盛り込

まれている論文は採用する。例えば，自作スイッ

チの利用で指導効果が上がるかどうか検討する

のが研究目的ではないが，指導効果をねらってス

イッチの利用が行われていることが読み取れる

ものは採用する。
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一方，コンピュータが利用されていても，単なる

データ処理のためであれば，アシスティブ・テク

ノロジーに関する研究とはみなさない。また，単

なる記録・計測のために機器が利用されているの

であれば，アシスティブ・テクノロジーに関する

研究としては取り扱わない。以上の基準によって，

アシスティブ・テクノロジーに関する研究として

検討対象にすることにした論文を，表６－１に示

す。合計 99 論文となり，これは掲載論文総数 1342

の 7.4％に当たる。 
   

 

 
表１をみると，時代が新しくなるほど該当論

文が増えるように見える。と，同時に，隣り合っ

た巻，即ち年度が相接する巻であっても，その論

文数にはばらつきが認められる。一方，巻によっ
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て掲載論文総数も異なるので，当該論文数の増減

だけを問題にするのは適当ではない。そこで，時

代の変化に伴って当該論文数がどう変化するか，

５年（５巻）ごとに均して比率で眺めてみること

にした。最新の第 47 巻を基点に，原則として５

巻ずつの数値をまとめたものを，表６－２として

示す。第 28 巻（1990-91）以降とそれ以前とで大

きな差が認められる。詳細に眺めると，第８巻

（1970-71）以降の５年間は３％未満だが，それが

次第に増加し，第 28 以降の比率にまで上昇して

いる。なお，最新の第 43 巻から 47 巻の５年間は

それ以前の５年間より若干比率が下がっていが，

一時的な変動なのか，最近低下傾向にあるのかに

ついては，これだけで判断するのは困難である。 

４．当該論文の内容の変化 

当該論文が対象とする障害はどのように変化

するか，整理したのが表６－３である。ただし，

５巻ごとではばらつきが大きくなるようである

し，表２から判断して 10 巻ごとで傾向が把握で

きそうなので，10 巻ごとの整理にした。なお，一

つの論文が複数の障害を対象にしている場合も

あったが，その場合は複数の障害を重複して選ん

だ。 

 

 
 
第１～17 巻（1960～70 年代）は全体に当該論 文が少ないが，視覚障害・聴覚障害が中心，第 18
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～27 巻（1980 年代）では聴覚障害が増加し，第

28～37 巻（1990 年代）では聴覚障害が更に増加

し，知的障害・自閉症・肢体不自由を対象にする

論文も急激に増えている。第 38～47 巻（2000 年

代）では，聴覚障害と肢体不自由が減少に転じ，

知的障害・自閉症は前 10 巻同様ないし微増の水

準となっている。同時に，全体としては対象障害

が多彩になっている。  

当該論文がアシスティブ・テクノロジーに関

する研究であると判断した材料は何か，即ちどの

ようなアシスティブ・テクノロジーを取り扱って

いるか，表題，キー・ワード，内容等から筆者が

読み取り，整理したのが表６－４である。一つの

論文が複数のアシスティブ・テクノロジーを取り

扱っている場合があるが，その時はそれぞれの項

目にカウントした。 

第１～17 巻（1960～70 年代）は全体に当該論

文が少ないが，第 18～27 巻（1980 年代）になる

と論文数が増え，取り扱われるアシスティブ・テ

クノロジーの種類も多くなる。若干目立つのが補

聴器である。第 28～37 巻（1990 年代）では補聴

器が更に増えるとともに，それ以上にコンピュー

タ関係とＡＡＣ（Augmentative and Alternative 

Communication）が目立つようになっている。次

の第 38～47 巻（2000 年代）では，コンピュータ

関係とＡＡＣが依然多く，これに支援ツールが加

わっている。ただし，支援ツールについては特定

の執筆者の関与度が高いようである。即ち，高畑

庄蔵の関係する論文（高畑・武蔵・安達 , 

1999,2000；高畑・武蔵, 2000,2002；武蔵・高畑, 

2003；高畑, 2004；高畑・牧野, 2004；高畑・中道, 

2005）全てが支援ツールをテーマにしていて，第

28 巻以降で支援ツールを取り扱った９論文のう

ち，実に８論文を占めている。 

支援ツールを別にして眺めると，1990 年代以

降中心的な位置を占めるのはコンピュータ関連

の事項とＡＡＣである。ただし，その具体的内容

には時代的変化がある。まず，コンピュータ関連

の事項であるが，1990 年代には，教育効果・訓練

効果を高めるためにコンピュータの利用を行う

という研究（例えば，藤原, 1992；渡部・上松・

小林, 1993；山中・森田・前川, 1998）以外に，コ

ンピュータ利用についての展望（松本, 1994）や

コンピュータへの言及があるという程度の論文

（例えば，須藤, 1990；冨永, 1994；齋籐, 1996；

中邑, 1996）も含まれるのに対し，2000 年代にな

ると，教育効果を高めるためのコンピュータの利

用（例えば，Yamamoto & Shimizu, 2001；曽根, 

2002；菅佐原・阿部・山本, 2006；坂本・武藤, 2008）

に加え，自己効力間の形成（渡部・成田, 2002），

情報検索（菅佐原・吉光・山本, 2003），ＱＯＬ向

上（馬越・長尾, 2004）等への積極的なコンピュ

ータ利用の研究がみられ，展望は１件（佐原, 

2001），コンピュータに言及する程度の研究論文

はなくなっている。 

次に，ＡＡＣである。ＡＡＣという概念は比

較的新しく，表４においてはＡＡＣの区分に分類

したが，1990 年代の論文においては表題に直接的

にＡＡＣを謳った論文はみられない。中邑(1997)

と江田(2000)のキー・ワードにＡＡＣがみられる

だけで，他の論文では表題や内容の記述に，ＡＡ

Ｃの具体的内容であるトーキング・エイド（元木, 

1992），コミュニケーション・エイド（江田, 1994），

ＶＯＣＡ（Voice Output Communication Aid：音

声出力コミュニケーション・エイド）（坂井, 1997），

文字盤（松田, 1992），写真（小田・藤田・井上, 1998）

等がみられるだけである。 
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2000 年代になると，表題に直接的にＡＡＣを

謳った論文（黒田・東・津田, 2002；萩森, 2004；

大谷, 2005；藤野, 2009）がみられる他，ＶＯＣＡ

（窪田・藤野, 2002；岡澤・川住, 2004），ＰＩＣ

シンボル（藤澤, 2000），ＰＥＣＳ（Yokoyama, Naoi, 

& Yamamoto, 2006；若杉・藤野, 2009）と表現が

変わってきている。 
 

 
教育工学の側から障害のある子どもの教育へ

のアプローチを眺めるために，日本教育工学会の

機関誌に掲載された論文を検討することにした

い。 

テクノロジーの研究者が組織する学会で，ア

システィブ・テクノロジーに関する研究がなされ

ているのは日本教育工学会だけではない（例えば，

電子情報通信学会の『技術研究報告』には毎年教

育工学をテーマにした号がある）が，日本教育工

学会は，文部省（当時）の科学研究費特定研究・

科学教育に参画した多彩な分野の研究者たちを

中心に組織された学会で，名称通り教育工学の分

野の研究を幅広く取り扱っていて，その機関誌に

は査読を経た論文が掲載されている。掲載論文は

日本における教育工学研究の動向を代表するも

のと考えられる。これが本学会の機関誌への掲載

論文を検討対象とする理由である。 

日本教育工学会の機関誌は，現在，日本語に

よる『日本教育工学会論文誌』と，英文による

『Educational Technology Research』の２種類で

ある。ただし，日本語による機関誌はこれまでに

誌名の変更があり，また，刊行の事情による頁番

号付与の不統一もある。引用文献記載の際に注意

を要する点を中心に変遷に簡単に触れたい。 

日本教育工学会が 1984 年に設立された時，日

本教育工学雑誌刊行会が 1976 年から刊行してき

た『日本教育工学雑誌』と『 Educational 

Technology Research』を本学会の論文誌として

会員に配布することになった。編集と刊行はその

後も日本教育工学雑誌刊行会が行ってきたが，

1996 年３月に刊行会が廃止され，学会自ら編集か

ら刊行までを担当するようになった（清水, 1997）。 

『日本教育工学雑誌』は，１巻を４号４分冊

に分けて刊行され，頁番号は通しで付されている。

ただし，第４巻（1979-80）のみは変則的で，第１

号から第３号までが通しの頁番号で，第４号だけ

は頁番号の前にＳという文字を付して１頁から

付けられている。また，第９巻と第 10 巻にも少

し混乱がある。即ち，第９巻の第１号と第２号は

1984 年刊行，第３号が 1985 年刊行で，第４号は

第 10巻の第１号と合本の形で 1986年に刊行され

ている（頁番号は第１号から第４号まで通し）。

第 10 巻の第１号に該当する頁は実質的には存在

せず，第２号から第４号の頁番号は，各号ごとに

付与されている。 

第 20 巻（1996-97）では，表紙に小さな文字で

「日本教育工学会論文誌」の表記が加わった。た

だし，背中の表記と中身の頁のヘッダは「日本教

育工学雑誌」のままであるから，誌名は『日本教

育工学雑誌』だと判断される。 

第 21 巻（1997-98）から，誌名の変更があった。

第１号から第４号の表紙には大きな文字で「日本

教育工学会論文誌」と書かれるようになり，以前

からの誌名の「日本教育工学雑誌」はその下に小

さな文字で添えられている。中の頁のヘッダは

「日本教育工学会論文誌／日本教育工学雑誌」と

記され，そのうち「日本教育工学会論文誌」がゴ

シック体となっている。ただし，背中の表記は「日
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本教育工学雑誌」のままである。更に，第１号か

ら第４号の４分冊に加え，増刊号が刊行されてい

て，表紙には大きく「日本教育工学会誌」と記さ

れ，その右下に小さな文字で「日本教育工学雑誌」

の表記がある。ヘッダは「日本教育工学会誌／日

本教育工学雑誌」で，「日本教育工学会誌」がゴ

ッシク体で印刷されている（背中の表記は「日本

教育工学雑誌」のままである）。これらから，第

１号から第４号は『日本教育工学会論文誌』が誌

名で，増刊号は『日本教育工学会誌』が誌名であ

ると整理できる。『日本教育工学会論文誌』第１

号から第４号の４分冊は通しの頁番号が付与さ

れており，『日本教育工学会誌』にはそれとは独

立して１頁から番号が付けられている。増刊号の

文献を引用する際には，「日本教育工学会誌，

21(Suppl.)，5-8．」のように，巻数の後の括弧内に

「Suppl.」を付記することにした。なお，増刊号

には，ショートレターという研究速報的な性格の

短い（４頁以内）論文のみが掲載されている。 

第 28 巻（2004-05）で再度誌名の変更があった。

第１号から第４号までと増刊号全てが，『日本教

育工学会論文誌』の誌名で統一され，これまで表

紙や背中，ヘッダにあった「日本教育工学雑誌」

の表記がなくなったのである。ただし，頁番号付

与は第１号から第４号が通しの頁番号，増刊号は

それとは独立して１頁から付けられている。 

英 文 誌 で あ る 『 Educational Technology 

Research』は，1977 年に Vol.１が刊行され，1984

年と1985年の中断を除き，毎年刊行されてきた。

誌名に変更はない。内容的には英語で書かれた論

文が掲載対象であるが，Vol.20（1997）からは『日

本教育工学会論文誌』に掲載された日本語論文の

英訳も載るようになり，Vol.30（2007）と Vol.32

（2009）のように全てが日本語論文の英訳の巻も

ある。 

２．アシスティブ・テクノロジーに関する研

究論文の選定 

『日本教育工学雑誌』『日本教育工学会論文

誌』『日本教育工学会誌』は，論文執筆時点で第

33 巻まで刊行されているので，第１巻から第 33

巻までの掲載論文を検討対象とする。また，

『Educational Technology Research』は Vol.32

までの刊行なので，Vol.１からVol.32 までの掲載

論文を対象とする。なお，掲載誌名を列挙すると

煩雑になるので，総称して「『日本教育工学雑誌』

等」と呼ぶことにする。 

日本語による機関誌に掲載されたアシスティ

ブ・テクノロジーに関する研究論文は，表６－５

に示す 31 論文である。英文誌『Educational 

Technology Research』で該当する論文は Ikehara, 

Kamikubo, Murayama, Hiki, & Fukuda(1996)の１

編のみである。そこで，『日本教育工学雑誌』等

におけるアシスティブ・テクノロジーに関する研

究論文は 32 論文となる。掲載論文総数は 1524 で

あるから，その 2.1％に当たる 
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1977

1981

1986

1987

1993

1997

1999

2001
2002 , 2002a,b , 2002

2003
2004 , 2004 , 2005
2005 , 2005a,b , 2005 , 2005
2006 , 2007

2007 , 2007 , 2008
2008 , 2008 ,

2009
2009 , 2009

 

３．論文数の推移 

時代の変化に伴って当該論文数がどう変化す

るか，『特殊教育学研究』掲載論文と同様，５年

（５巻）ごとの比率で眺めてみることにした。日

本語誌『日本教育工学会論文誌』では最新の第 33

巻を基点に，英文誌『Educational Technology 

Research』では最新のVol.32 を基点に，原則とし

て５巻ずつの数値をまとめたものを，表６－６と

して示す。 

全体として，当該論文数が少数なので，その

１～２編の出入りが見かけ上大きな比率の変化

となって表れているが，第 24 巻（2000-01）以降

漸増傾向にあるように見える。 

なお，『特殊教育学研究』掲載の当該論文と『日

本教育工学雑誌』等の掲載の当該論文のどちらに

も現れる執筆者は，藤澤和子（藤澤, 2000；藤澤・

清田・中山, 2005）と曽根秀樹（曽根, 2002,2005）

のみである。つまり，『特殊教育学研究』掲載の
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当該論文と『日本教育工学雑誌』等の掲載の当該

論文は，執筆者に関してほとんど重ならない。両

学会の会員の重なりが少ないことが，論文執筆者

の重なりの乏しさに関係している可能性がある。 
 

当該論文が対象とする障害はどのように変化

するか，整理したのが表６－７である。５巻ごと

ではばらつきが大きくなるようであるので，10 巻

ごとの整理にした。『特殊教育学研究』掲載の当

該論文に比較して，特定の障害のみを対象と考え

ない，障害全般を対象にした研究論文が目立つの

が特徴であろう。なお，第 24～33 巻（2000 年代）

で聴覚障害が７と多いのは，中村好則の論文が５

編（中村, 2002a,b；中村・黒木, 2005；中村・後藤, 

2007；中村, 2009）あるためである。 
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当該論文がどのようなアシスティブ・テクノ

ロジーを取り扱っているか，整理したものを表６

－８に示す。終始コンピュータ関係が多い。第 24

～33 巻（2000 年代）では，それにインターネッ

トが加わり，ＡＡＣも多い。一見すると，『特殊

教育学研究』掲載の当該論文と傾向が似ているよ

うにも思える。しかし，ＡＡＣについては北神慎

司の５論文（北神・山縣・室井, 2002,2003；北神, 

2004；北神・室井, 2005；北神, 2006）が扱ってお

り（具体的にはＰＩＣシンボル），研究動向全般

を反映しているというよりは特定の研究者の存

在に依存した現象と見るべきであろうが，特定の

研究者が同様のテーマで多くの論文を発表して

いるということには，研究動向が影響しているの

かもしれない。その意味ではＡＡＣが多いことは

研究動向を反映していると言えなくもない。なお，

コンピュータ関係ないしインターネット関係に

ついても，具体的な内容を眺めてみると，同一区

分に分類した論文間で方向性がそれぞれ異なり，

一定の傾向は読み取りづらい。ただし，『特殊教

育学研究』掲載の当該論文とは異なり，コンピュ

ータに言及している程度だけの論文が含まれて

いないことは特徴といえるだろう。 
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ここまで，『特殊教育学研究』掲載の当該論文

と『日本教育工学雑誌』等掲載の当該論文を，相

互の比較も交えながら眺めてきたが，更に別の観

点からの検討もしてみたい。論文の種別がそれで

ある。 

『特殊教育学研究』の編集規定によると，第

47 巻の時点での掲載論文の種別は，「原著論文」

「資料論文」「実践研究論文」「展望論文」「研究

時評」，その他（企画論文と提言）となっている。

当該論文がこれらの種別のどれに属するものか

整理してみることにした。ただし，創刊号にまで

遡ると種別の区分が変わってしまうので，最近 10

巻，即ち第 38～47 巻（おおよそ 2000 年代）を対

象にすることにし，掲載論文全体との関係で眺め

ることにした。結果は表６－９に示す。掲載論文

全体における比率と比較して，当該論文では「実

践研究論文」の比率が高く，「原著論文」の比率

が低いことが窺われる。理由としては，次のよう

なことが考えられる。即ち，Ⅲの４で述べたよう

に，最近 10 年間の中心的に採り上げられてきた

アシスティブ・テクノロジーはコンピュータとＡ

ＡＣであった。ただ，障害のある子どもの教育に

おいてコンピュータやＡＡＣを理論的に研究す

る場面は余りなさそうである。コンピュータ以外

のアシスティブ・テクノロジーに関しても，理論

的検討の対象であるよりは実践の場で利用され

るべき手段・道具であろう。そこで，アシスティ
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ブ・テクノロジーは道具として活用され，その成

果が「実践研究論文」として報告されているとい

うことではないだろうか。

 

 

 

一方，『日本教育工学会論文誌』第 33 巻での

論文種別は，「論文」「資料」「寄書」「英訳論文」

「ショートレター」であるが，実際には，「展望」

「総説」「研究速報」と区分される論文も存在す

る。そこで，「展望」「総説」「研究速報」も含む

分類によって整理することにした。ただし，「英

訳論文」は既に日本語で発表されたものであるか

ら，この区分の集計は行わないことにした。対象

は『日本教育工学会論文誌』第 24～33 巻の 10 巻

とした（おおよそ 2000 年代）。ちなみに，

『Educational Technology Research』には当該論

文がない。結果は表６－10 に示す。掲載論文全体

における比率と比較して，当該論文では「論文」

の比率が低く，「資料」の比率が高いことが窺わ

れる。なお，「論文」は，第 18 巻以前においては

「原著」と区分されていたもので，実質的には『特

殊教育学研究』の「原著論文」と同等の扱いのも

のとみなし得る。「論文」の比率が低いことの理
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由としては，教育工学という研究分野において考

えた時，障害のある子どもの教育は理論的な検討

の対象とはなりづらく，テクノロジーの応用研究

の対象となっているためではないかと考えられ

る。 

 
 

『特殊教育学研究』に掲載された研究論文を

眺めてみると，アシスティブ・テクノロジーに関

する研究がこの 20 年ほど掲載論文全体の９～

10％程度を占めてきている。遠い未来を予測でき

るほどの材料はないが，20 年間比較的安定した数

値であることや，2009（平成 21）年３月告示の特

別支援学校の学習指導要領（文部科学省, 2009）

における記述を考慮すれば，今後暫くの間はこの

数値が大幅に下がるということはないと考える

べきであろう。 

内容面にはこの 20 年間でも変化があり，コン

ピュータの利用・活用に関連した研究とＡＡＣの

研究が中心的な位置を占め，対象障害が全体とし

ては多様になってきているが，この傾向は今後も
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続くだろう。障害のある子どもの教育の様々な場

面においてコンピュータの利用・活用が依然求め

られているし，また，障害のある子どものコミュ

ニケーションでＡＡＣの意義の認識が高まって

きているからである。 

また，論文種別に関して，アシスティブ・テ

クノロジーに関する研究論文では「実践研究論

文」の比率が高かったが，テクノロジーは理論的

な検討対象というよりは実践の場で利用される

べきものであることを反映しているのかもしれ

ない。 

一方，『日本教育工学雑誌』等に掲載された論

文では，アシスティブ・テクノロジーに関係する

論文は少なく，最近 10 年ほどで掲載論文全体の

２％程度となっている。この数値が今後どう変化

するかは分からない。しかし，内容的にはコンピ

ュータやインターネットの利用が中心で，この点

では『特殊教育学研究』掲載の当該論文と同傾向

のように見える。コンピュータやインターネット

がテクノロジーの中心的な領域を占めることは

今後も続くであろうから，障害のある子どもの教

育についてもコンピュータやインターネット利

用の研究が主なものとなり続けるだろうと考え

られる。 

 課題は，『特殊教育学研究』掲載の当該論文

執筆者と『日本教育工学雑誌』等掲載の当該論文

執筆者との重なりが乏しいことであろう。教育研

究者とテクノロジー研究者の連携があってこそ

教育においてテクノロジーがより有効に活用さ

れると考えるならば，現状は大きな課題を抱えて

いるといえるのではないだろうか。今後の改善を

期待したいものである。 

 

付記：本章は国立特別支援教育総合研究所研

究紀要第 38 巻に掲載された論文「障害のある子

どもの教育に関する教育工学的アプローチによ

る研究の動向」で引用した文献の一部を利用して、

まとめ直したものである。 
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